
№ 質　問　事　項 回　　　　　　答

1

社長からいわき営業所長への委任状を提出
し、「一般競争入札参加資格確認申請
書」、「入札書」を福島支店長名で提出し
てよろしいでしょうか。

社長からいわき営業所長への委任状の場
合、「一般競争入札参加資格確認申請
書」、「入札書」はいわき営業所長名での
提出となります。

2

「小売電気事業者であることを証する書類
の写し」について、経済産業省ＨＰの小売
電気事業者一覧のコピーを提出してよろし
いでしょうか。

経済産業省ＨＰの小売電気事業者一覧のコ
ピーではなく、経済産業省発行の小売電気
事業者であることを証する書類の写しを提
出ください。

3

入札内訳書について、基本料金単価及び電
力量料金単価によらず割引単価を追記して
よろしいでしょうか。

入札内訳書に追記はせず、単価で調整して
ください。

4

力率割引を加味した内訳書に修正していた
だくことは可能でしょうか？

入札内訳書の修正はいたしません。単価で
調整してください。

5

契約書(案)について事前にご提示いただけ
ますでしょうか。または、弊社様式を元に
協議することは可能でしょうか。

契約書(案)を事前に提示することはできま
せん。契約書は、落札者の決定後に両者協
議の上で作成します。

6

契約書の締結について、「落札決定の日か
ら7日以内に締結する」と記載されておりま
すが、土日を除き２月７日までに締結をす
るということでしょうか。

土日を含め２月５日までの契約締結となり
ます。

7

契約書の内容の協議について時間を要する
と思われます。７日以内の締結が難しい場
合、締結期日を延ばしていただけますで
しょうか。

契約締結の期日を延ばすことはできませ
ん。落札決定の日から７日以内に契約の手
続きがなされない場合には、落札の効力を
失うこととなります。

8

弊社が落札した際は、支払期日や延滞利息
率等、弊社の電気供給条件等に則り契約を
締結いただけますでしょうか。

延滞利息等については、いわき市財務規則
の規定に基づき契約を締結していただくこ
とになります。（別紙参照）
その他、本市の例規に規定のない事項につ
いては、落札者の決定後に協議の上で決定
します。

9

開札時、いわき営業所の社員が出席したい
のですが、副代理人の委任状の提出は必要
でしょうか？

委任状がなくても開札への出席は可能です
が、再度の入札において、代理人をして入
札させるときは、委任状が必要です。

10

上記質問において，副代理人の委任状が必
要な場合、委任状様式を提示願えますで
しょうか。

市ホームページに掲載の委任状を使用くだ
さい。

件名：浄化センターで使用する電力の供給



11

公共施設電力供給実績書について、現在当
社にて供給者となっているので当該施設名
を記載してよろしいでしょうか。

質問の対応で問題ありません。

12

小売電気事業者であることを証する書類の
写しについて、旧電力会社は小売電気事業
者登録が省略されております。今まで弊社
が参加した入札においては、経済産業省Ｈ
Ｐの小売電気事業者一覧のコピーを提出す
ることでご了承いただき応札させていただ
いております。つきましては、いわき市の
入札においても経済産業省ＨＰの小売電気
事業者一覧のコピーを提出することでご了
承いただきたくお願い申し上げます。若し
くは、添付の資格審査結果通知書（全省庁
統一資格）の提出でご了承いただけません
でしょうか。

添付の国において発行された資格審査結果
通知書（全省庁統一資格）の写しの提出で
了承します。

13

入札の内訳書の「単価の調整」について，
落札後，契約締結の際に単価について協議
することは可能でしょうか。

契約単価の表記方法については、落札者決
定後に、両者協議の上で決定します。

14

現在の電力供給会社を教えてください。 東北電力株式会社です。

15

自動検針装置はついていますか。 北部浄化センター：有
東部浄化センター：無
中部浄化センター：有
南部浄化センター：無

16

自家発補給電力の契約はありますか。ま
た、ある場合は契約電力(kW)を教えてくだ
さい。

自家発補給電力の契約はありません。

17

ご請求について、供給施設内にご入居され
ている企業様はございますか。ある場合に
企業様毎に請求書を発行する事は弊社では
出来かねますがご了承いただけますか。

了承しました。

18

弊社の請求書は、翌月15日迄に到着とし、
請求書受領後30日以内(翌々月15日迄)に振
込となりますが、ご了承いただけますで
しょうか。

了承しました。

19

入札内訳書の基本料金単価の記入欄です
が、整数表示となってしまっております。
修正したデータをいただくことは可能で
しょうか。

ご指摘のとおりです。市ホームページに掲
載の文書を訂正しました。

20

契約期間中に建替や増築、トランス増量、
受変電設備および引き込み位置の移設・変
更等、電力の契約に影響するような工事予
定がある場合、対象施設と工事内容を教え
てください。

北部浄化センター、東部浄化センター、中
部浄化センター、南部浄化センターの４施
設ともに契約期間中に電力の契約に影響す
るような工事予定はありません。



21

一般送電事業者が値上げの際、契約単価見
直し協議に応じていただけますか。

原則、契約期間中の単価の変更は認められ
ません。

22

供給開始時に契約電力の変更を行なう場
合、現在の契約電力を教えてください。

北部浄化センター：900kW
東部浄化センター：377kW
中部浄化センター：1200kW
南部浄化センター：190kW

23

弊社が落札した場合、切り替え手続きに必
要な資料の提示を、切り替えに間に合うよ
う早急にご協力いただくことは可能でしょ
うか。

了承しました。

24

請求書はWEBからのダウンロードにてご対応
いただけますか。

請求方法は、原則、仕様書に記載の請求方
法となります。
WEBからのダウンロードは対応できません。

25

検針結果は請求書の内訳をもって検針票に
変えさせていただいております。その旨ご
了承いただけますか。

了承しました。

26

契約締結期限は土日、祝日を除く日数で
しょうか。また期限について協議可能で
しょうか。

質問No.6、7の回答のとおりです。

27

入札保証金免除について、実績を証明する
ために、追加で提出する書類はございます
か。

入札保証金免除についての、過去２年間に
官公庁が有する公共施設への電力供給の実
績の証明においては、公共施設電力供給実
績書(様式３)で判断します。

28

契約保証金免除について、規則によると、
過去２年間に同規模の電気の入札をしてい
た場合免除とございますが、規模とは何を
指しますか。予定使用量でしょうか。
また、上記を証明するために、追加で提出
する書類はございますか。

規模とは電力契約種別を指します。今回で
すと「高圧電力」、「特別高圧電力」の契
約が契約保証金免除に該当します。
上記の証明は公共施設電力供給実績書(様式
３)で判断します。

29

上記、入札保証金免除、契約保証金免除に
ついて、追加で提出する書類がある場合、
契約書の写しを提出させていただく予定で
すが、機密保持のために一部を黒塗りさせ
てただくことは可能でしょうか。

質問No.27、28の回答のとおりです。

30

上記、入札保証金免除、契約保証金免除に
ついて、追加で提出する書類がある場合、
いつ提出させていただければ宜しいでしょ
うか。

質問No.27、28の回答のとおりです。



 

 

いわき市財務規則(抜粋) 

※以下の条文は、質問のあった部分を抜粋したものです。これ以外について参照する場 

合は、いわき市ホームページ(トップページ→例規集検索)を確認ください。 

第 136 条 

４ 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前３項の規定にかかわらず、契 

約保証金の全部又は一部を納めさせないことができる。 

(１) 契約の相手方が官公署であるとき。 

(２) 契約の相手方が、保険会社との間に市長を被保険者とする履行保証保険契約を締結 

したとき。 

(３) 契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

(４) 契約(工事又は製造の請負契約並びに設計、測量及び調査の委託契約を除く。)の相 

手方が、過去２年間に市若しくは他の地方公共団体又は国とその種類及び規模をほぼ同じ 

くする契約を数回以上にわたり締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行 

しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(５) １件の請負代金額が 500 万円未満の工事又は製造の請負契約を締結する場合におい 

て、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(６) １件の契約代金額が 300 万円未満の設計、測量及び調査の委託契約を締結する場合 

において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(７) 随意契約(次号に規定する随意契約を除く。)を締結する場合において、請負代金額 

又は契約代金額が 50 万円未満のもので、契約の相手方が契約を履行しないこととなるお

それがないと認められるとき。 

(８) 土地又は建物の売却に係る随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約 

を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

第 161 条 

３ 契約権者の責に帰すべき理由により、前項に定める支払が遅れたときは、請負人は未 

受領金額に、その日数に応じ、年 2.7 パーセントの割合で計算した額(100 円未満の端数 

があるときは、その端数を切り捨てた額)の支払の請求をすることができる。 


